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研究成果の概要（和文）：　本研究では，計画経済から市場経済への移行の中で急激に高まったロシアにおける
格差をより多面的に捉え，生活水準格差だけでなく，重要ではあるがこれまで注目されてこなかった健康格差に
も目を向け，ロシアにおいて生活水準格差と健康格差がどのように連関しているのかについて明らかにする。本
研究は，ロシアの格差を多面的に分析することから，格差是正のための解決策を探り，人々の厚生の向上に資す
ることを目指す。

研究成果の概要（英文）： This study examines the multidimensional aspects of inequality in Russia 
that have rapidly increased during the transition from a planned economy to a market economy. In 
this study, we focus not only on the inequality of living standards but also on the inequality of 
health that has been often overlooked in the Russian context. By empirically analyzing various 
aspects of inequality in Russia, we aim to explore potential solutions for reducing disparities and 
improving people's welfare.

研究分野：ロシア経済，開発経済学，家計の経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　近年，格差問題への社会的・学術的・政策的な関心が高まっており，格差問題をより多角的に研究する意義は
大きい。しかし，ロシアにおける格差に関する研究の関心は，主に，所得・消費格差や地域経済格差に向けられ
ており，経済的側面との関係からロシアの健康格差について研究するというアプローチは極めて少ない。健康格
差と生活水準格差の連関に関する本研究は，上述の研究上のギャップを埋めると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
 １９９２年の価格自由化を皮切りに，ロシアは計画経済から市場経済への移行を開始した。し
かし，市場経済への移行は混乱を極め，１９９０年代にロシアは長く深い移行不況に陥ることと
なり，金融危機に見舞われた１９９８年には，一人当たり実質 GDPが１９８９年の６０％近く
まで落ち込むことになった。このような移行不況の中，移行前の１９８９〜１９９１年には１０
〜１１％であった貧困者比率が，１９９２年には３３.５％まで急上昇した。原油価格の高騰に
よって２０００年代に高成長が始まると，２０００年の２９.０％をピークとして貧困者比率が
継続的に減少し始めたが，移行開始前に急上昇した生活水準の格差は依然として高水準のまま
であった。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は，ロシアの格差を多面的に分析することから，計画経済から市場経済への移行
の中で急激に高まった格差に対する解決策を探り，人々の厚生の向上に資することである。本研
究では，ロシアの人々の生活水準や生活水準格差だけでなく，重要ではあるがこれまで注目され
てこなかった健康格差にも目を向け，生活水準格差と健康格差がどのように連関しているのか
についても明らかにした。本研究は，エビデンス(証拠)に基づく社会政策の考察だけでなく，ロ
シアにおける生活水準格差研究に健康格差という新たな視点を投じ，ロシアの健康格差に関す
る経済的側面からの先駆的研究となることを目指した。 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では，移行開始以降，定期的に実施されているロシア長期モニタリング調査（The Russia 
Longitudinal Monitoring Survey of Higher School of Economics: RLMS-HSE）の個票データ
（ミクロデータ）などを用いてミクロ計量分析を行い，ロシアにおける生活水準格差，健康格差，
また，それらの連関について明らかにした。 
 なお，ロシア長期モニタリング調査（RLMS-HSE 調査）はロシアの国立研究大学である the 
National Research University – Higher School of Economics 等が定期的に実施しているロシ
ア全国レベルの代表性を備えた大規模家計調査である。RLMS-HSE 調査は，貧困・不平等の研究
において必須となる家計の所得・支出データだけでなく，家計構成員の就業，健康，教育などの
個人の属性に関するデータや，自身の家計の経済状態への認識や社会に対する意識・態度など主
観的データも収集しており，ロシアの貧困・格差の諸側面を実証的に分析する上で極めて重要な
標本調査である。 
 新型コロナ感染症拡大等により渡航が難しくなる以前は，ミクロ計量分析という研究手法だ
けでなく，計量分析により得られた結果が現地感覚と乖離していないかどうかを理解するため
に，ロシア現地での資料収集を定期的に行うなど現地調査も行った。 
 
 
４．研究成果 
 
 本研究課題における主な研究成果は，(1) 生活水準と健康の格差に関する研究，(2) 貧困と生
活保護に関する研究，(3) コロナ禍のロシアにおける就業・失業の変化に関する研究の 3つの研
究に大別することができる。以下，3つの研究における研究成果を順に詳述する。 
 
(1) 生活水準と健康の格差に関する研究 
 
 かねてより，一人当たり GDP で国民経済の豊かさを把握しようとすることの限界については，
しばしば指摘されてきたところであるが，とりわけ，２００９年のスティグリッツ・セン・フィ
トゥシ報告以降，人々の暮らしをより適切に把握する指標への関心が強まり，家計の視点の重視，
所得・支出・資産の分配，所得の計測範囲の拡大など，多元的にウェルビーイング（豊かさ）を
捉える必要性が叫ばれている。 
 本研究では，これらの視点や潮流を踏まえ，まず，ロシア全国レベルの大規模家計調査である
ロシア長期モニタリング調査（RLMS-HSE 調査）の個票データ（ミクロデータ）を用いてロシア
の都市と農村を比較分析することから，ロシア国民のウェルビーイングをより多角的に捉える
ことを試みた。本分析において，所得・支出面といった客観的ウェルビーイングに関しては，都
市住民と比較しロシア農村住民のウェルビーイングは確かに著しく劣るが，他者との関係や心



身の健康面といったウェルビーイングは相対的に高いことが明らかになった。 
 次に，上述の分析をさらに深化させ，分析によって明らかにされたた事実に基づき，構造方程
式モデリング（Structural Equation Modeling: SEM）を用いて，ロシア都市・農村の主観的生
活水準の決定要因を比較分析することを試みた。本分析により，主観的生活水準は，所得水準そ
のものよりも，心身の健康のほか，エンパワーメントの影響が大きいことが実証的に明らかにさ
れた。本研究の実証分析によって得られた結果は，農村などの低所得地域では単に所得水準を上
げるだけでは主観的生活水準は上がらず，心身の健康やエンパワーメントなどが損なわないよ
うな施策をとることが極めて重要であるということを示している。 
 本研究における上記の一連の実証分析で得られた知見は，政府や開発事業者に対し，ロシアの
低所得地域である農村や少数民族が多く居住する地域の開発において見過ごすべきでない重要
な視点を提示している。また，本研究の分析結果は，文化人類学などの研究関心や知見を実証的
な側面からサポートするものとなっており，これらの学問分野にとっても相互補完的な研究結
果といえるであろう。 
 
 
(2) 貧困と生活保護に関する研究 
 
 ロシアの生活保護制度の基盤はロシア国家社会扶助法であり，格差是正がその目的の一つと
されている。本研究では，頑健性の高い結果を得るために，新たに別の推計モデルも用いて再分
析するなど，代表者が過去に行った貧困と生活保護に関する実証分析をさらに深化させ，ロシア
国家社会扶助法で２０１２年に規定された社会契約（социальный контракт）
と呼ばれるワークフェアが，ロシア貧困家計の貧困脱出にどのように影響しているのかについ
て因果推論を試みた。 
 大規模家計調査であるロシア長期モニタリング調査（RLMS-HSE 調査）の個票データ（ミクロ
データ）を用いた実証分析によって，２０１２年のワークフェア導入から年月が浅い時期には，
ワークフェアの貧困脱出効果は検出されないが，ワークフェア導入からさらに年月が経った時
期には，統計的に有意な貧困脱出効果が検出されることが確認された。貧困削減のために雇用保
障と所得保障のいずれが有効かという議論は，途上国，先進国の貧困を問わず貧困研究において
重要なトピックである。しかし，ロシアではワークフェアが社会保護制度に組み込まれたのが比
較的最近であるためか，ワークフェアの貧困削減効果に関する実証研究は，ロシアの貧困研究で
はほとんど見られず，まだそれほど発展していない研究課題である。このような意味において，
本研究の実証分析で得られた結果は意義があると言えるであろう。 
 なお，本研究の途中の研究成果は学会などで一部発表済みであるが，その後，必要と思われる
推計をさらに追加するなど再推計を行った。本報告書作成の現時点，必要と思われるほぼ全ての
推計を終了しているが，最終的な研究結果は本研究期間終了後に発表する予定である。 
 
 
(3) コロナ禍のロシアにおける就業・失業の変化に関する研究 
 
 2022 年 2 月以前の時期について，新型コロナ感染症拡大の影響によるロシアにおける就業と
失業の変化に関し，ロシアの国立研究大学である the National Research University – Higher 
School of Economics の労働市場研究センターなどが行った電話アンケート調査や，ロシア国家
統計局の公表データを用いて，その実態を調査・分析した。 
 新型コロナ感染症拡大の影響により，ロシアでも失業増大，所得減少がみられた。しかし，政
府による低所得層の生活水準の下支えもあり，結果として，ロシア全体としては所得の不平等が
縮小する方向に向かっていた。ただし，このような形での格差縮小は人々の生活水準の向上に起
因するものではないため，望ましい形での格差縮小とはいえないであろう。 
 一方，新型コロナ感染症拡大の影響により，望ましい形での地域間格差の縮小を期待させる新
たな現象も現れた。産業間での偏りはあるが，ロシアでも在宅勤務という新しい勤務形態やシェ
アオフィスの利用が広がった。この新たな現象により，モスクワやサンクトペテルブルク以外の
地方都市に住む優秀な人材を，プログラマー，IT 開発者，データサイエンティストとして採用
する動きも出てきた。ただし，上述の望ましい形での地域間格差の縮小は，ロシアによるウクラ
イナ侵攻の 2022 年 2月 24 日以前の状況であり，侵攻以降の状況については，あらためて調査・
分析する必要がある。新たな調査・分析については，本研究期間終了後に実施する予定である。 
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